
市民税
市民税（個人）
市民税課市民税第一担当・第二担当

TEL 224-5640

市民税・県民税の申告が必要な方
 1月1日現在、川越市に住所があり、
前年中に営業・農業・不動産・配当・
年金などの所得があった方
 給与所得者は通常、申告の必要はあ
りません。給与所得者でも、勤務先
から給与支払報告書の提出がな
かった方、2か所以上から給与を受
けている方、前年中に退職した方、
給与以外の所得がある方は、申告が
必要です。

＊ 税務署で所得税の確定申告をする方は、
市・県民税の申告は不要です。
＊ 課税・非課税証明書は、❶市・県民税の申
告、❷確定申告書の提出、❸勤務先からの
給与支払報告書の提出、❹公的年金支払者
からの公的年金等支払報告書の提出など
の、いずれもない場合は交付できない場合
があります。

市民税を納める方
　1月1日現在、川越市に住所があり
前年に所得がある方に課税されます。
なお、川越市に住所がなくても、市内
に店舗や家などを持っている方には、
均等割が課税されます。
＊ 1月2日以降に転入した方は、前住所地（1月
1日現在の居住市区町村）で課税されます。

税額の計算について
　市民税は、均等に負担していただく
「均等割」と、前年所得に応じて納めて
いただく「所得割」からなります。ま
た、市民税の賦課徴収と合わせて、県
民税および森林環境税（国税）の賦課
徴収が行われます。
 均等割額＝ 
 市民税3,000円・県民税1,000円
 所得割額＝ 
 課税標準額（所得の合計-控除の合
計）×税率-税額控除額
 森林環境税　1,000円

申告時期
　市・県民税の申告は、2・3月に各地
区の公民館などで、受け付けします。
日程などは、1月の広報川越でお知ら
せします。
＊ 申告時期以外は、市民税課（本庁舎2階）で
申告を受け付けます。詳しくはお尋ねくだ
さい。

市民税（法人）
市民税課税制担当　TEL 224-5637
　川越市内に事業所などを有する法
人に課税されます。

固定資産税・都市計画税
固定資産税

資産税課管理担当　TEL 224-5642
　1月1日現在、市内に固定資産（土
地・家屋・償却資産）を所有している方
に課税されます。このため、年の途中
に売買などで所有者が変わっても、そ
の年度は旧所有者に課税されます。
　税額は、課税台帳に登録されている
価格（課税標準額）に、税率（1.4％）を
乗じて算出します。
　課税標準額が土地30万円、家屋20
万円、償却資産150万円に満たないと
きは、課税されません。

都市計画税
資産税課管理担当　TEL 224-5642
　1月1日現在、市内の市街化区域内
に固定資産（土地・家屋）を所有してい
る方に固定資産税と合わせて課税さ
れます。
　税額は、課税台帳に登録されている
価格（課税標準額）に、税率（0.3%）を
乗じて算出します。

固定資産課税台帳の縦覧・閲覧
縦覧・閲覧＝資産税課管理担当

TEL 224-5642
審査＝市民税課税制担当

TEL 224-5637
　縦覧とは毎年4月1日から第1期納
期限の日までの間（縦覧期間）に限り、
納税者が土地・家屋縦覧帳簿を縦覧す
ることにより、自己の所有する土地ま
たは家屋の価格と他の土地または家
屋の価格とを比較することができる
制度です。
　閲覧とは1月1日現在、川越市内に
固定資産を所有する納税義務者が固
定資産課税台帳を閲覧することによ
り、自己の所有する固定資産の課税内
容を確認することのできる制度です。
なお、縦覧期間中に限り、固定資産課
税台帳（名寄帳兼課税台帳）の写しを
無料で取得することができます。
　固定資産課税台帳の価格（新たに価
格を決定されたもの）について不服が
あるときは、価格等を登録した旨の公
示の日から納税通知書の交付を受け
た日後3か月以内に川越市固定資産
評価審査委員会に対して「審査の申
出」をすることができます。

家屋調査
資産税課家屋担当　TEL 224-5684
　市では、固定資産税・都市計画税の
税額算出のため、新築・増築等をした
家屋の調査を行っています。調査依頼
が届きましたら、ご協力をお願いしま
す。

　市内事業所などの床面積が1,000
㎡を超える場合、または市内事業所の
従業者が100人を超える場合に申告
納税が必要です。

事業所税
市民税課税制担当　TEL 224-5637

税　金
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市税等の口座振替
　市税等の納付には便利な口座振替
をご利用ください。口座振替できる市
税等は、市民税・県民税・森林環境税
（個人の普通徴収）、固定資産税・都市
計画税、軽自動車税、国民健康保険税
です。

申し込み方法
　収税課収税管理担当
TEL 224-5686
　振替を希望する税の納税通知書・預
金通帳・預金口座に使用している印鑑
を持参し、収税課（本庁舎2階）、市民
センター、川越駅西口連絡所、または
預金口座をお持ちの金融機関に申し
込んでください（納税通知書内に掲載
されている金融機関に限ります）。ま
た、郵送での手続きもできますので、
収税課にご連絡ください。
　なお、申し込み用紙は市ホームペー
ジからもダウンロードできますので、
ご利用ください。

税証明など
　各種の税証明などについては、
55ページの「証明書の交付」をご確認
ください。

自動車税
　自動車税については、下記にお尋ね
ください。

自動車税
　自動車税コールセンター
TEL 0570-012-229

軽自動車税など
軽自動車税

市民税課税制担当　TEL 224-5637
　毎年4月1日現在、次の車両を所有している方に課税されます。
　該当する車両を取得したとき、住所を変更したときは15日以内に、廃車した
ときは30日以内に申告してください。

税率の明細
 二輪車及び小型特殊自動車

区分 税額

原動機付自転車

第一種（一般原付および特定小型） 2,000円
第二種乙（50cc超～90cc以下） 2,000円
第二種甲（90cc超～125cc以下） 2,400円
ミニカー 3,700円

小型特殊自動車
農耕作業用 2,400円
その他のもの 5,900円

二輪のもの 3,600円
二輪の小型自動車 6,000円

 三輪以上→初度検査年月によって税率が異なります。
　詳しくは、車検証をご確認ください。

初度検査年月

～平成25年3月 平成25年4月～
平成27年3月 平成27年4月～

三輪のもの  4,600円 3,100円  3,900円

四
輪
の
も
の

貨
物
用

営業用  4,500円 3,000円  3,800円
自家用  6,000円 4,000円  5,000円

乗
用

営業用  8,200円 5,500円  6,900円
自家用 12,900円 7,200円 10,800円

グリーン化特例（軽課税率）について
＊令和8年度のみ

　令和7年4月1日から令和8年3月31日までに最初の新規検査を受けた三輪以
上の軽自動車で、排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さいものに
ついて、グリーン化特例（軽課税率）が適用されます。

A B
三輪のもの 1,000円 2,000円

四
輪
の
も
の

乗
用

営業用 1,800円 3,500円
自家用 2,700円

適応なし貨
物
用

営業用 1,000円
自家用 1,300円

A 電気軽自動車・天然ガス軽自動車（平成30年排出ガス規制適合または平成21年
排出ガス規制NOx10％低減達成）

B 平成30年排出ガス基準50％低減または平成17年排出ガス基準75％低減で
あって、令和2年度燃費基準達成かつ令和12年度燃費基準90％達成
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